「とやま米粉県外向け需要拡大・PR」業務委託仕様書

１　委託業務名

　　「とやま米粉県外向け需要拡大・PR」業務
２　委託業務の目的

　　富山県産米粉（以下、「県産米粉」という。）の魅力を県外で発信し、製粉会社や加工事業者など関係者と連携して、消費者をはじめ、飲食店や小売店等実需者へ働きかけ、一層の需要・消費拡大を図る。
３　委託期間
　　契約日から令和７年３月２１日（金）
４　委託費上限額
　　金６，５００千円（消費税及び地方消費税を含む。）
５　委託業務の内容
令和５年度実施の横浜中華街でのとやま米粉フェアの成果を踏まえ、他県の業界団体への働きかけ等により県外消費地での県産米粉活用事業者を募り、商品・メニューに焦点を当てたキャンペーンを実施すること（ex. 横浜中華街を起点に、神戸・南京中華街、長崎新地中華街（日本三大中華街）などに横展開しフェアを実施する、等）
（１）事前準備
・他県業界団体との調整・候補の掘起しを実施すること
・他県業界団体等との連携内容等の調整、事業スケジュール等の調整を担うこと
・他県実需者が求める形態の把握、必要に応じて1次加工業者との調整も行うこと
（２）実需者への働きかけ
・事業者募集・決定(5～6月)、商品開発(7～8月)
・事業者募集に当たっては、他県業界団体等の適切な媒体で広報を実施すること
・応募事業者に、開発用サンプル（米粉及び麺等1次加工品）を提供すること
（開発段階では本事業から提供(100社分、1,500円（送料込み）/1社を想定)、費用は委託費に含む。）

（３）商品ＰＲ準備（8～9月上旬）

・商品開発の完了後、媒体用写真の撮影と開発コンセプト等の聞取りを実施すること
（４）ＰＲ・試食会（9月）

・連携先の各他県会場にて、マスコミ等を招へいしたＰＲ・試食会を開催すること
（５）キャンペーン（9月～）…１か月程度を想定
　　・開発商品に焦点を当てた小売店等と連携したキャンペーンを実施すること

・「県産米粉で開発」等の内容をSNS等で効果的に情報発信すること

・ＰＲ用のチラシ、メニューPOP（飲食店を対象とする場合）、のぼり旗、その他ノベルティグッズ等を作成・配布すること

（６）県産米粉の供給（キャンペーン実施後）

・販売商品用米粉（1次加工品の原料としての米粉を含む）は各事業者から県内製粉会社への発注とし、米粉の流通事業者を含めた流通経路の調整、斡旋を行うこと
（７）アンケート(訪問・聞取り等)による効果測定（10～11月）
　　・事業効果を確認するための、アンケート調査を実施すること

例：米粉の使用評価、売行き、消費者の反応、今後の購入予定、その他要望、等
（８）越中とやま食の王国ホームページ等への情報掲載

　　・開発商品やキャンペーン等について、越中とやま食の王国ホームページ内に特設ページを設け掲載すること

　　※ページの作成に当たっては、「越中とやま食の王国ホームページ」運営受託者と協議し、必要に応じて再委託すること

・県が管理するＳＮＳでも動画や画像を活用できるようにすること
（９）その他事業の達成のために必要な業務
　　・上記のほか、県外での県産米粉の需要・消費拡大につながる内容を提案すること
６　企画提案にあたっての留意点
・「越中とやま食の王国ホームページ」や、県公式ＳＮＳ（広報課Twitter・インスタグラム、食の王国Facebook　等）以外の活用も含めた提案を行うこと
・業務実施体制（過去の実績を含む）を明記すること
７　提出物
（１）工程表（契約後速やかに提出すること）
（２）実績報告書

・スケジュール及び実績

・業務により撮影した主な画像素材及び制作したデータを収録したＤＶＤ１点

　＜ファイル形式＞：パソコン、大画面モニターでの表示に適したもの
ＳＮＳへの掲載に適したもの

　　・収支精算書　等

８　納品（提出）期限

　　令和７年３月２１日（金）

９　注意事項

（１）仕様書の内容については、契約後、予算の範囲内で、協議により追加、修正、削除することがある。

（２）本業務により取得した個人情報は、富山県に無断で第三者に提供することはできない。

（３）実施計画の策定にあたっては、富山県その他関係者と密に連携を図ること。
（４）成果品に関する著作権、著作隣接権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著作権等」という。）は、県が保有するものとする。
（５）成果品については、原則として富山県が複製し、若しくは翻案、変形、改変その他の修正をすることができるものとする。但し、制作の都合上やむを得ず、著作権を富山県に譲渡できない写真、文章等を使用する場合は、事前に県市場戦略推進課に申し入れを行い、了解を得ること。富山県に著作権を帰属させることができない写真、文章等の二次利用については、その都度、県と協議すること。
（６）特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている履行方法等を使用するときは、受託者がその使用に関する一切の責任を負うこと。
（７）この仕様書に定めのない事項については、受託者と県が必要に応じて協議するものとする。
